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　組合員の皆様には、平素より当組合の各事業全般にわたり、格別のご理解とご協
力を賜り、心より厚く御礼申し上げます。
　まず、令和６年度の決算結果についてご報告いたします。日本銀行がマイナス金
利政策の解除を決定し、17 年ぶりに金利のある世界に突入しました。この影響に
より、貯金の調達コストが増加し、事業総利益が減少する主因となりました。さら
に、カメムシによる食害や夏の高温障害などにより、農作物に多大な被害が発生し、
販売実績も大きく減少いたしました。このような厳しい状況の中、事業利益の確保
に努めた結果、48 百万円の利益を確保することができました。ただし、当期剰余
金はマイナスとなりましたが、これは生活店舗の再編等による固定資産の減損処理
を行ったためでございます。組合員の皆様の温かいご支援と職員の努力に、改めて
感謝申し上げます。
　さて、ウクライナ侵攻が始まってから３年が経過しましたが、未だ収束の見通し
は立っておりません。中東情勢の不安定化やトランプ米国政権による関税措置の影
響など、国際情勢は分断と混迷を深めています。穀物価格や生産資材、食料等の価
格が高止まりし、長引く円安も加わり、農業者や国民の生活を圧迫しており、農家
経営は非常に厳しい状況が続いています。
　農政の憲法とも言われる「食料・農業・農村基本法」が昨年、25 年ぶりに改正
されました。この改正は、食料安全保障の礎となり、持続可能な農業生産や地域経
済の発展に寄与する施策の実現に向けて、ＪＡグループとして政府への働きかけを
進めてまいります。
　ＪＡグループ愛媛は昨年、第 39 回ＪＡ愛媛県大会を開催し、将来の組織整備の
方向として「県１ＪＡ構想」について決議いたしました。残念ながら、２ＪＡが「県
１ＪＡ合併促進協議会」への参加を見送ることとなりましたが、ＪＡえひめ南とし
ては、将来にわたって持続可能な農業を実現し、豊かで暮らしやすい地域社会づく
りのために、参加して協議を深める所存です。
　当ＪＡ管内は、人口減少と高齢化の進行がますます加速しており、担い手をはじ
めＪＡ利用者、そして職員数も減少しています。このような状況の中、令和７年度
は第９次中期経営計画および第７次地域農業振興計画を提案し、実践していきます。
　担い手育成の目玉として「ＪＡえひめ南みかん学校」を昨年４月に開校し、１年
コースを修了した４名が先般就農いたしました。今後も行政等関係機関と連携しな
がら、地域農業の維持・発展に資するよう取り組みを進めてまいります。
　さらに、昨年能登半島で大きな地震が発生し、南海トラフ地震の懸念も高まって
いる昨今、災害時を見据えた備えや施設整備等を計画的に実施してまいります。
　「ひとこと相談すれば全てが間に合う」、「困った時に頼りになる組織」。これを
実践することが組合員への貢献であり、地域や農業を守ることにつながるという信
念のもと、今後も皆様の期待に応えるべく、役職員一丸となって努力してまいりま
すので、引き続きご理解とお力添えを賜りますようお願い申し上げます。
　結びに、組合員の皆様のご健勝とご多幸を心よりお祈り申し上げあいさつとさせ
ていただきます。

令和７年７月

え ひ め 南 農 業 協 同 組 合

代表理事組合長　　吉見　一弥

ごあいさつ
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１

２

基本理念等

経営管理体制

　ＪＡえひめ南は農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代会」の決定

事項を踏まえ、総代会において選出された理事により構成される「理事会」が業務を執行しています。

　また、総代会で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。

　組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、各地区より推薦された理事や、女性

の登用を積極的に行っています。また、信用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法

第 30 条に規定する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。
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３ 基本方針（２０２５年度）

　社会・経済情勢は、国際情勢の緊迫化や地政学的リスクの高まりにより、肥料や飼料、燃料などの生産資材

の価格が高止まりしています。このような厳しい状況の中で、農業経営を持続可能にするためには、国内農産

物の再生産に配慮された価格形成の実現と経営安定対策の両立が必要です。また、毎年のように地震や豪雨な

どの自然災害が発生しており、特に南海トラフ地震の発生が懸念される当管内では、防災や減災対策が求めら

れています。

　農業をめぐる情勢では、資材価格の高騰が長期化する中、高温や干ばつなど気候変動の影響で農産物の品質

が低下したり、不作が増えたりしています。さらに、鳥獣被害も拡大しており、農家の経営は非常に厳しい状

況にあります。持続可能な農業を実現するためには、地域の多様な農業者への支援を強化し、実効性のある取

り組みを進める必要があります。

　ＪＡを取り巻く環境では、人口減少や高齢化の進行により、組合員数（特に正組合員）が減少しています。

ＪＡは、共通の願いや課題を持つ組合員が集まり、協同・助け合いの力で問題を解決する組織です。組合員が

いなければ、その役割を果たすことはできません。食と農を支える価値観を共有する仲間を増やすために、情

報発信を強化し、ＪＡの利用や参加を呼びかけていく必要があります。

　こうした状況の中、ＪＡグループ愛媛は昨年 12 月に「第 39 回ＪＡ愛媛県大会」を開催し、持続可能な農

業や地域共生社会の実現に向けた具体的な取り組みを決議しました。当組合でも、これを受けて「第９次中期

経営計画」と「第７次地域農業振興計画」を策定し、実践していくことで、農業者の所得増大や地域の活性化

に取り組みます。

　農業の分野では、生産者が直面している厳しい現状をしっかりと受け止め、販売や技術指導、資金支援など

を通じて農家経営を継続できるよう支えて参ります。また、地域農業に必要な施設を維持するため、将来的な

稼働状況を見極めながら、施設の再編や整備計画を協議し、持続可能な地域農業の実現に向け取り組みます。

　地域活性化の分野では、農業や地域を支える様々な組織や企業と連携し、組合員や地域住民の多様な生活ス

タイルに応じた支援策を提供します。また、ＪＡの総合事業を通じて、組合員のニーズに応えるため、部門間

の連携を強化し、ＪＡが提供する様々なサービスやサポートを通じて、豊かで暮らしやすい地域共生社会の実

現に貢献します。

　組織の分野では、組合員の意思反映に向けた「対話運動」に継続して取り組み、組合員の願いを反映した協

同活動と総合事業を実践します。また、世代交代が進む中で、組合員の事業利用や組織活動、ＪＡ運営への主

体的な参加を促すため、役職員を含めた組織活動や学習活動を行い、次世代の組合員や役職員リーダーを育成

します。

　経営の分野では、本所や多機能基幹支所等の整備計画を策定し、災害等を見据えた施設整備に取り組みます。

また、コンプライアンスや不祥事未然防止に継続して取り組み、内部統制をより一層強化することで、事業の

継続と安定的発展を確保し、組合員に貢献できる盤石な経営基盤の確立に取り組みます。

　今年度も厳しい経営環境が続くことが予想されますが、組合員の皆さまの営農と生活を守ることがＪＡの使

命です。「ひとこと相談すればすべてが間に合う」「困った時に頼りになる」組織を目指し、役職員一丸となっ

て以下の重点事項に取り組んでまいります。

 ≪重点事項≫

　１．農業所得の向上と持続可能な地域農業の実現 

　２．協同活動と総合事業を通じた豊かなくらしの実現

　３．価値観を共有する仲間づくりによる組織基盤の強化

　４．持続可能な経営と人づくりによる経営基盤の強化
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【全般的概況】

　令和６年度は、世界的な経済の不安定さが続き、国内でも物価の高騰が目立つ年となりました。特にエネル

ギーや食料品の価格が上昇し、私たちの生活にも影響が及んでいます。燃料や肥料などの生産資材の価格も高

止まりしており、人件費や物流費も増加しています。これにより、国内のすべての事業体が深刻な影響を受け

ている状況です。

　また、日本銀行が政策金利を２段階（令和６年７月・令和７年１月）で引き上げたことにより、金利水準は

過去 30 年で最も高くなりました。これまでのデフレから、社会経済情勢は大きく変わり、農業経営やＪＡ事

業を取り巻く環境は非常に厳しいものとなっています。

　農業分野では、気候変動の影響が顕著になり、異常気象や自然災害が頻発しています。これにより、作物の

生産量や品質にも影響が出ています。また、農業従事者の高齢化が進んでおり、担い手不足が年々深刻化して

います。このため、次世代の農業者を育成し、新規就農者を支援することが急務となっています。

　このような厳しい状況の中、令和６年度は「第８次中期経営計画」および「第６次地域農業振興計画」の最

終年度として、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」の実現に向けて、掲げた事業別戦略

の実践に取り組んできました。

　新たな取り組みとして、「新規就農者の確保・育成・定着支援」戦略に基づき、令和６年４月に「ＪＡえひ

め南みかん学校」を開校し、５名の研修生を迎えました。１年間のカリキュラムを修了した４名は、令和７年

３月に新たな柑橘農家として就農しました。

　また、「事業モデルの転換」戦略に基づき、各支所に設置している購買店舗や支所石油、ＡＴＭの再編を令

和７年３月に実施しました。小規模な営業拠点を集約し、複数の拠点を維持するためのコストを削減するとと

もに、集約した拠点からより高品質なサービスを提供することを目指しています。具体的な再編内容について

は 25 ページに掲載していますので、ご確認ください。

　ＪＡを取り巻く事業環境は、大変厳しい状況が続いていますが、令和６年度の決算については、組合員の

皆様のご協力のおかげで、事業利益が 48 百万円（計画対比 71.3％）、経常利益は 225 百万円（計画対比

109.0％）の実績を上げることができました。しかしながら、会計上では、支所の再編等に伴う減損損失を

314 百万円計上したため、当期損失金は 79 百万円となりました。

　主な事業活動と成果については、以下のとおりです。

【営農経済事業本部】

（営農振興部）

　令和６年度は、「農業者の所得増大」と「農業生産の拡大」の更なる実践に取り組みました。

　営農振興においては、次世代総点検運動を引き続き実践し、主要品目の産地構造の現状分析や課題整理の調

査に取り組みました。また、指導事業による担い手農家への情報提供や、園芸３品目販売増強助成制度を活用

した農家支援、生産面積の維持・拡大に努めました。

　農産販売においては、主要作物の更なる産地化に取り組み、販売高は 2,901 百万円（計画対比 105％、

前年対比 101％）となりました。特産品センターでは、経済活動の活性化やイベント開催の効果などにより、

715 百万円（計画対比 105％、前年対比 101％）を達成しました。

　農産購買においては、予約注文の推進や大型規格提案の促進を通じて生産資材コストの低減に取り組み、

適正在庫管理にも取り組みましたが、肥料価格高騰の影響や柑橘予約農薬の減少などの影響により、2,095

百万円（計画対比 94％、前年対比 93％）となりました。さらに令和７年１月より全農との農機事業一体運

営に参画しました。

　喫緊の課題である共同利用施設の再編や整備計画にも取り組みました。具体的には、管内の４育苗センター

４ 事業の概況（２０２４年度）
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の内、鬼北育苗センターと三間育苗センターの統合を計画し、温湯殺菌装置やパレット出芽システムの導入を

検討しました。また、県内ＪＡの連携による農業施設のコスト低減対策に取り組み、三間・鬼北・津島のライ

スセンター機能向上を目的とした機器の更新を実施しました。

（みかん指導販売部）

　令和６年度の生産対策としては、気象変動に強い基本栽培管理や品質向上対策を実施し、高品質安定生産に

取り組みました。しかしながら、様々な環境変化の中で生産量は半作の状況となり、激減し、過去に経験した

ことのない大変厳しい生産状況となりました。

　平成 30 年豪雨災害から６年が経過し、樹園地の復旧は原形・改良復旧で全園地が完了し、一部の園地では、

初収穫が行われました。大規模基盤整備である再編復旧（玉津・立間地区）においても、玉津地区の一部の園

地で苗木も植栽され、営農が再開されました。

　共選場の再編整備においては、作業部会・共選長会に加えて共選再編整備協議会を発足し、具体的な方向性

について協議を開始しました。

　今年産の柑橘は裏年周りの様相で、発芽は平年並みであったものの、４月の気温が高く推移し、花の落果も

多くみられました。加えて、カメムシが開花前から異常発生し、生理落果を助長しました。夏場は極端な少雨

乾燥や夏秋期の異常高温により日焼け果が多発し、収穫を前にしての鳥獣害の発生・被害が多く、生産量減少

への影響が大きくなりました。

　温州みかんは、様々な要因等により全国的に計画量を下回る出荷となり、不足感が強い中で数量減の単価高

で推移しました。

　中晩柑類は、温州みかん同様に品種による差はあるものの生産量は激減の状況で主力品種であるポンカンも

荷受け数量前年対比 58％と大変厳しい生産状況となりました。総じて数量減の単価高で推移しましたが、販

売高の減少は避けられませんでした。

　結果、柑橘共選の販売数量は、17,595ｔ（前年対比 64％）、販売単価 251 円／㎏（前年対比 107％）、

販売金額 4,417 百万円（計画対比 75％、前年対比 69％）となりました。（未精算売り立て分含む）

（就農支援室）

　農業従事者の高齢化や後継者不足など、地域農業の担い手が減少する中で、持続可能な地域農業を実践する

ため、研修制度の強化を図り、多様な新規就農者の確保・育成に取り組みました。

　ＪＡえひめ南みかん学校は、令和６年４月３日に開校し、５名の研修生を迎え、カリキュラムに沿って研修

を行いました。栽培技術の習得、営農相談、就農支援制度の活用、園地の斡旋等、就農に向けた支援を行い、

１期生のうち４名が就農しました。

　南宇和就農研修では、１名の研修生を迎え、県および愛南町と連携し、柑橘・野菜新規就農者研修を実施し、

新たな担い手の確保・育成に取り組みました。

　野菜栽培講座では、４名の受講者を迎え、野菜栽培の基礎知識や栽培技術について研修を行いました。月２

回を目安に計 19 回開催し、野菜栽培に取り組む農業者を養成しました。

（生活部）

　世界情勢等の影響で、依然として原油・物資等の高騰が続き、私たちの生活（くらし）にも多大な影響をも

たらしています。

　そうした状況のもと、第８次中期経営計画の最終年度として、事業構築及び地域活性化につながる生活イン

フラ機能の発揮に努めました。

　燃料（ＳＳ）部門では、ＳＮＳを活用し各種（特売日・キャンペーン）ＰＲを積極的に展開し、利用拡大に

取り組みました。また、割引が適用される組合員への加入促進運動を実施し、207 名の新規加入につながり

ました。
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　生活店舗部門では、25 店舗で再編を実施しました。具体的には、５店舗で全日食チェーン化、６店舗で生

鮮類を扱わない縮小店舗へ転換、14 店舗の事業廃止を行いました。地域貢献活動として現在８車両で稼働し

ている移動購買車の総取扱高は、92 百万円となり、前年対比 12 百万円の増加となりました。今後も買い物

弱者への支援強化に取り組んで参ります。

　生活資材部門では、２年振りに開催した総合衣料展示会「2024 ファッションセレクトフェア」を開催し

た結果、ご来場者 389 名、売上高 12 百万円となりました。

　利用事業の葬祭部門では、アルミエ会員の新規加入運動を展開し、250 会員の新規獲得につながり、総会

員数は 6,774 名となりました。また、葬祭３会場で人形供養祭を含む内覧会を実施し、利用拡大につなげた

結果、令和６年度における施行件数は 521 件となり、前年対比で 15 件の増加となりました。

【金融事業本部】

（信用部）

　令和６年度においては、組合員および利用者のニーズに応えるため、総合事業体の強みを最大限に発揮し、

他の金融機関と差別化した金融サービスの提供を目指して、以下の取り組みを実施しました。

　まず、貯金に関しては、当座性入金機能を強化し、年２回「年金獲得強化運動」および新卒者を対象とした

「給与振込口座獲得活動強化運動」を展開しました。その結果、公金を除く当座性貯金残高は 71,621 百万円

（前年対比 102.4％）に増加しました。

　また、昨年に引き続き、夏と冬に県内農畜産物のＰＲを兼ねた「懸賞品付き定期貯金」キャンペーンを実施

しました。しかしながら、相続による定期貯金の流出や公金貯金の流出等が影響し、総貯金残高は 174,505

百万円（前年対比 94.5％、△ 10,063 百万円）と大きく減少しました。

　次に、貸出金に関しては、「農業の夢・ヒアリング」訪問を通じて農業者等への資金対応や、生活関連ロー

ンのキャンペーンを展開し、運用力の強化に努めました。その結果、貸出金残高は 16,735 百万円（計画対

比 109.4％、前年対比 96.3％）となりました。

　余裕金運用については、信連への預金を中心に行い、国債を中心とした有価証券運用も実施しました。また、

利用者の利便性向上を図るため、ＪＡカードやＪＡバンクアプリの普及拡大にも取り組みました。

（共済部）

　令和６年度は、内外ともに変貌する事業環境のもと、普及推進活動において事業体制を大きく見直して取り

組みました。さらに、今年度掲げた「組合員・利用者本位の事業運営」を活動の基調と位置づけ、組合員・利

用者への訪問活動を切り口に、「ひと・いえ・くるま・農業」の総合保障の提案・提供を目指して取り組みました。

　自動車共済については、令和７年１月からの損保保険料の値上げにより切り替えが有効視されるため、証券

回収からの見積もり提案を積極的に行い、管内シェア拡大に取り組んだ結果、826 件の新規獲得につながり

ました。

　長期（ひと・いえ）共済の新契約高については、特に「いえ」保障では、令和６年４月に発生した「豊後水

道を震源地とする地震」により多くの罹災事案が発生したこともあり、また今後懸念されている「南海トラフ

大地震」への万全な備えを提供するため、既契約者に対する満額保障提案や建物・家具家財とのセット保障へ

の加入提案を行った結果、計画対比 170.8％と大きく伸びました。しかし、一方で「ひと」保障では、管内

環境の変化により計画対比 34.1％と伸び悩み、全体の新契約高については計画対比 74.7％となりました。

　地域貢献活動として、ＪＡ共済連が実施している「地域・農業活性化にかかる活動支援助成」を活用し、高

齢者および買物弱者への支援として実施中である移動購買車の買い替えなど、全３施策を実施しました。
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５ 自己改革の主な取り組み内容（２０２４年度）

Ⅰ．農業者の所得増大・農業生産の拡大

１．主要３品目の生産量拡大の取り組み

　　●　「3 品目販売増強助成制度」を活用し、作付面積の拡大に取り組みました。販売増強制度については、

農業生産の拡大・組合員の所得増大・地域の活性化を実現することを目的に創設し、種苗代・資材代の

半額助成を行っています。

　　　　この制度を活用し、新規栽培者の方の初期投資軽減や既存栽培者の作付面積増加に対し支援を行い、

更なる農業生産の拡大に取り組みました。

　　●　ブロッコリーについては、台風等の大きな被害もなく定植は順調に進みました。本年の特徴として、

作付後の雨量が非常に少なかったため、生育が停滞しないよう潅水指導を実施しました。

　　　　また、契約販売等を企画し取り組みました。

　　●　キュウリについては、目標達成には至りませんでしたが、出荷量・販売単価とも概ね好調に推移しま

した。また、負担軽減策であるＪＡ東宇和との広域連携による共同選果を継続し連携強化に取り組みま

した。

　　●　里芋については、販売単価向上を目的に、従来の秀優込み１等

級による出荷規格から、令和５年度より秀品・優品の２等級によ

る選果・出荷へ変更しました。秀品と優品の価格差は概ね 10kg

当り 1,000 円となり、従来と比較し所得向上に繋がる結果とな

りました。今後も生産者の所得向上、生産意欲向上に繋がるよう

取り組みます。

　　【主要3品目の作付面積】

２．優良品種への更新の取り組み

　　●　早生温州、南柑 20 号、今津ポンカン等の主力品種に加え、特産品種の増大を図り、周年供給体制と

農家の経営基盤強化に取り組みました。

　　【苗木の導入計画】

令和５年度実績 令和６年度目標 令和６年度実績

ブ ロ ッ コ リ ー 40ｈａ 42ｈａ 39ｈａ

　 キ ュ ウ リ 　 3.8ｈａ 4.2ｈａ 4.7ｈａ

　 里 　 芋 　 10.7ｈａ 11ｈａ 9.3ｈａ

令和５年度実績 令和６年度目標 令和６年度実績

河 内 晩 柑 2,718本 2,500本 1,636本

甘 平 2,047本 3,000本 1,194本

ブ ラ ッ ド オ レ ン ジ 2,808本 3,000本 2,261本
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Ⅱ．「地域の活性化」の取り組み

Ⅲ．対話・意思反映

１．営農部門と連携した農業金融機能強化の取り組み

　　●　農業メイン強化先を中心とした農業者との関係構築・強化のため、農業融資担当者や TAC が農業に

対する聞き取りを実施し、農業関連資金ニーズに応えていくための取り組みを行いました。

　　【農業の夢ヒアリング訪問】

２．３Ｑ訪問活動の取り組み

　　●　渉外担当者を主に、契約者個々への 3Q 訪問活動を実施し、安心

の提供と「ひと・いえ・くるま・農業の総合保障」の提案を実施し

ました。

　　【３Q 訪問活動】

３．移動購買事業による地域利用者への生活支援の取り組み

　　●　移動購買事業の更なる内容充実を目指し、地域利用者及び買い物

弱者への生活支援に取り組みました。

　　●　定期的に検討会を実施し、他社の移動購買車の販売地域拡大の状

況の確認をしながら、問題解決・改善に取り組み、運行場所・日時

等の変更を行いました。

１．組合員との対話運動の取り組み

　　● 運営委員会・座談会を通じ、組合員との対話運動に取り組みました。

　　【組合員との対話・意思反映】

令和５年度実績 令和６年度目標 令和６年度実績

訪 問 件 数 200先 190先 196先

令和５年度実績 令和６年度目標 令和６年度実績

訪 問 件 数 13,554人 16,550人 17,006人

令和５年度実績 令和６年度目標 令和６年度実績

正組合員全戸訪問回数／
組 合 員 の 意 見 件 数 年 1 回／ 194 件 年 1 回／ 150 件以上 年 1 回／ 235 件

運営委員会等の開催数 89 回 100 回以上 111 回

准組合員意思反映人数 － － －
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６ リスク管理の状況

リスク管理の体制

【リスク管理基本方針等】
　　組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信

頼性を高めていくことが重要です。
　　このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべく「リスク管理基本方

針」を策定し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体系を整備してい
ます。

　　この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを通じてリスク管理
体制の充実・強化に努めています。

　　また、昨今の国際情勢をふまえ、マネーローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの濫用防止
対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当ＪＡではマネロン等対策を重要課題
の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。

【信用リスク管理】
　　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む。）の価値が減少

ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件について
は理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、本所にリスク統括室を設
置し各支所と連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロー
などにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行って
います。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。
不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査
定の結果、貸倒引当金については「債権の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全
化に努めています。

【市場リスク管理】
　　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負債（オ

フ ･ バランスを含む。）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損
失を被るリスクのことです。主に金利リスク、価格変動リスクなどをいいます。金利リスクとは、金利変動
に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している中で金利が変動するこ
とにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格
の変動に伴って資産価格が減少するリスクのことです。

　　当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収
益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視した
ＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財
務構造の構築に努めています。

　　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当ＪＡの保有有価証
券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成
するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事
会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを
行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェッ
クし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

【流動性リスク管理】
　　流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難になる、

又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリス
ク）及び市場の混乱等により市場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余
儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。

　　当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性
の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置づけ、
商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。
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【オペレーショナル・リスク管理】
　　オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であること又は

外生的な事象による損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、収益発生を意図し能動的な要因により発生
する信用リスクや市場リスク及び流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、システム、法務な
どについて事務処理や業務運営の過程において、損失を被るリスクと定義しています。事務リスク、システ
ムリスクなどについて、事務手続にかかる各種規程を理事会で定め、その有効性について内部監査や監事監
査の対象とするとともに、事故・事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握して理事会に報告する体制
を整備して、リスク発生後の対応及び改善が迅速・正確に反映ができるよう努めています。

【事務リスク管理】
　　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより金融機関が損失

を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うた
め事務マニュアルを整備するとともに、自主検査・自店検査を実施し事務リスクの削減に努めています。ま
た、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図るとともに、内部監査により重点的な
チェックを行い、再発防止策を実施しています。

【システムリスク管理】
　 システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に伴い金融機関が損

失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金融機関が損失を被るリスクのことで
す。当ＪＡでは、コンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努めています。

【コンプライアンス基本方針】
　　利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批判に鑑みれば、

組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要
になっています。

　　このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、この徹底こそが
不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した
経営に取り組みます。

【当ＪＡにおけるコンプライアンス態勢】
　　ＪＡえひめ南では、コンプライアンス態勢を推進するために、代表理事組合長を委員長とするコンプライ

アンス委員会を設置し、適正に管理・実践するために各本部長、室部長及び基幹支所長をコンプライアンス
責任者とするとともに、徹底状況の日常的なモニタリング及び職員のコンプライアンス・マインド向上のた
めに、各部署に担当者を配置し、コンプライアンスに即した業務運営の実施に努めております。また、コン
プライアンス態勢の総合的な企画、立案、調整、推進を行う専任部署としてリスク統括室を統括部署として
おります。

法令遵守の体制
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金融ＡＤＲ制度への対応

①　苦情処理措置の内容

　　当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホームページ・

チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速かつ適切な対応に努め、苦

情等の解決を図ります。

　　当ＪＡの苦情等受付窓口

　　【信用事業】各店舗のほか下記の窓口で受け付けます。

　　　　　　　　ＪＡバンク相談・苦情等受付窓口（担当部署：信用部）

　　　　　　　　　　電話番号：０８９５－２２－８１０８

　　　　　　　　　　受付時間：午前９時～午後５時（金融機関の休業日を除く）

　　【共済事業】各店舗のほか下記の窓口で受け付けます。

　　　　　　　　ＪＡ共済　苦情・相談受付窓口（担当部署：共済部保全課）

　　　　　　　　　　電話番号：０８９５－２２－８０６１

　　　　　　　　　　受付時間：午前９時～午後５時（金融機関の休業日を除く）

　　　　　　　　ＪＡ共済相談受付センター（ＪＡ共連連　全国本部）

　　　　　　　　　　電話番号：０１２０－５３６－０９３

　　　　　　　　　　受付時間：午前９時～午後５時（土日・祝祭日および１２月２９日～１月３日を除く）

②　紛争解決措置の内容

　　当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

　【信用事業】

　　愛媛県弁護士会紛争解決センター（電話：089-941-6279）、①の窓口またはＪＡバンク相談所（一般

社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所、03-6837-1359）にお申し出ください。

　【共済事業】

   　（一社）日本共済協会　共済相談所　　（電話：０３－５３６８－５７５７）

　　　　　　https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html　　

　　（一財）自賠責保険・共済紛争処理機構

　　　　　　https://www.jibai-adr.or.jp/

　　（公財）日弁連交通事故相談センター

　　　　　　https://n-tacc.or.jp/

　　（公財）交通事故紛争処理センター

　　　　　　https://www.jcstad.or.jp/

　　　日本弁護士連合会　弁護士費用保険ＡＤＲ

　　　　　　https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html

　　　各機関の連絡先（住所・電話番号）につきましては、上記ホームページをご覧いたただくか、①の窓口に

お問い合わせ下さい。

③　内部監査体制

　　当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及び各部門の業務の

遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運

営の適切性の維持・改善に努めています。

　　また、内部監査は、ＪＡの本所・支所のすべてを対象とし、中期及び年度の内部監査計画に基づき実施し

ています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知され、定期的に被監査部門

の改善取り組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告すること

としていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適

切な措置を講じています。
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個人情報保護方針

　えひめ南農業協同組合（以下「当組合」といいます。）は、組合員・利用者等の皆様の個人情報を正しく取扱う
ことが当組合の事業活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約します。

１．関連法令等の遵守
　　当組合は、個人情報を適正に取扱うために、「個人情報の保護に関する法律」（以下「保護法」といいます。）その他、

個人情報保護に関する関係諸法令および個人情報保護委員会のガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守
します。

　　個人情報とは、保護法第２条第１項、第２項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別で
きるものをいい、以下も同様とします。

　　また、当組合は、特定個人情報を適正に取扱うために、「行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律」（以下「番号利用法」といいます。）その他、特定個人情報の適正な取扱いに関する関係
諸法令およびガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。

　　特定個人情報とは、番号利用法第２条第８項に規定する、個人番号をその内容に含む個人情報をいい、以下も
同様とします。

２．利用目的
　　当組合は、個人情報の取扱いにおいて、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人の同意を得た

場合および法令により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目的の達成に必要な範囲内でのみ個人情報
を利用します。ただし、特定個人情報においては、利用目的を特定し、ご本人の同意の有無に関わらず、利用目
的の範囲を超えた利用は行いません。

　　ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下も同様とします。利用目的は、法令により
例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速やかにご本人に通知し、または公表しま
す。ただし、ご本人から直接書面で取得する場合には、あらかじめ明示します。

３．適正取得
　　当組合は、個人情報を取得する際、適正かつ適法な手段で取得いたします。

４．安全管理措置
　　当組合は、取扱う個人データ及び特定個人情報を利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよう努め、また

安全管理のために必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。
　　なお個人データとは、保護法第 16 条第３項が規定する、個人情報データベース等（保護法第 16 条第１項）

を構成する個人情報をいい、以下同様とします。

５．仮名加工情報及び匿名加工情報の取扱い
　　現在、当組合は、仮名加工情報（保護法第 2 条第 5 項）及び匿名加工情報（保護法第 2 条第 6 項）の取扱い

はありません。

６．第三者提供の制限
　　当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人デー

タを第三者に提供しません。
　　また、当組合は、番号利用法第 19 条各号により例外として扱われるべき場合を除き、ご本人の同意の有無に

関わらず、特定個人情報を第三者に提供しません。

７．機微（センシティブ）情報の取り扱い
　　当組合は、ご本人の機微（センシティブ）情報（要配慮個人情報並びに労働組合への加盟、門地、本籍地、保

健医療等に関する情報）については、法令等に基づく場合や業務遂行上必要な範囲においてご本人の同意をいた
だいた場合等を除き、取得・利用・第三者提供はいたしません。

８．開示・訂正・利用停止等
　　当組合は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示・訂正・利用停止等に応じます。
　　保有個人データとは、保護法第 16 条第４項に規定するデータをいいます。

９．苦情窓口
　　当組合は、個人情報につき、ご本人からの質問・苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そのための内部体制の

整備に努めます。

１０．継続的改善
　　当組合は、個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の継続的な改善に努めます。

以　上

えひめ南農業協同組合　個人情報保護方針
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情報セキュリティ基本方針

　えひめ南農業協同組合（以下「当組合」といいます。）は、組合員・利用者等の皆様との信頼関係を強化し、

より一層の安心とサービスを提供するため、組合内の情報およびお預かりした情報のセキュリティの確保と日々

の改善に努めることが当組合の事業活動の基本であり、社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守す

ることを誓約します。

	

１．当組合は、情報資産を適正に取扱うため、コンピュータ犯罪に関する法律、不正アクセス行為の禁止に関

する法律、ＩＴ基本法その他の情報セキュリティに関係する諸法令、および農林水産大臣をはじめ主務大

臣の指導による義務を誠実に遵守します。

２．当組合は、情報の取扱い、情報システムならびに情報ネットワークの管理運用にあたり、適切な組織的・

人的・技術的安全管理措置を実施し、情報資産に対する不正な侵入、紛失、漏洩、改ざん、破壊、利用妨

害などが発生しないよう努めます。

３．当組合は、情報セキュリティに関して、業務に従事する者の役割を定め、情報セキュリティ基本方針に基

づき、組合全体で情報セキュリティを推進できる体制を維持します。

４．当組合は、万一、情報セキュリティを侵害するような事象が発生した場合、その原因を迅速に解明し、被

害を最小限に止めるよう努めます。

５．当組合は、上記の活動を継続的に行うと同時に、新たな脅威にも対応できるよう、情報セキュリティマネ

ジメントシステムを確立し、維持改善に努めます。

以　上

えひめ南農業協同組合情報セキュリティ基本方針
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金融商品の勧誘方針

貸出運営についての考え方

　当組合は、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等の勧誘にあたっては、次の事項を遵守し、組合

員・利用者の皆さまに対して適正な勧誘を行います。

　ＪＡの信用事業は、その業務の公共性から信頼を維持するとともに、貯金者の財産保護の義務があり、当Ｊ

Ａでは、貸出資産の健全性を確保するため、厳正な審査のもと健全な貸出実行に努め、資産の自己査定を実施

するほか、既存の貸出の事後管理にも努めております。

　なお、融資業務におきましては地域の資金は地域に還元していくことを基本とし、農業者向け資金はもとよ

り、生活関連資金や農外事業資金など、組合員や利用者及び地域のみなさまの多様なニーズにお応えし、地域

社会へ貢献できる金融機関であることに努めております。

１．組合員・利用者の皆さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および

意向を考慮のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者の皆さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事

項を十分に理解していただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、

組合員・利用者の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行うよう

努めます。

５．組合員・利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に

努めます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会については、

適切な対応に努めます。
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７ 自己資本の状況

自己資本比率の状況

経営の健全性の確保と自己資本の充実

　当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤の強

化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保に努めるとともに、不良債権処理及び業務の効率化等

に取り組んだ結果、2025 年３月末における自己資本比率は、14．23％となりました。

　当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。

○　普通出資による資本調達額

　当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出して、当

ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の

維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。

　また、19年度から、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスクなどの各種リスクを個別の方法

で質的または量的に評価し、リスクを総体的に捉え、自己資本と比較・対照し、自己資本充実度を評価するこ

とにより、経営の健全性維持・強化を図っております。

項　目 内　容

発行主体 えひめ南農業協同組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎

項目に算入した額
4,692百万円（前年度4,806百万円）
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８ 主要な事業の内容

信用事業

　信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務を行っています。この信用事業は、ＪＡ・信連・農林

中金という３段階の組織が有機的に結びつき、「ＪＡバンク」として大きな力を発揮しています。

■ ＪＡバンクのご紹介

　　JA バンクは全国に民間最大級の店舗網を展開している JA バンク会員（JA・信連・農林中金）で構成す

るグループの名称です。JA バンクはグループ全体のネットワークと総合力で、地域の皆さまに、より身近

で便利、そして安心なメインバンクとなることを目指しています。

　「ＪＡ＝農業協同組合」

　　相互扶助の精神のもと、様々な事業や活動を総合的に行う組織です。主な事業には、組合員の農業経営の

改善や、生活向上のための指導事業、農産物の集荷、販売や生産資材・生活資材の供給などを行う経済事業、

万一の時に備えとなる生命共済や自動車共済などを扱う共済事業、貯金・ローン・為替などの金融サービス

を提供する信用事業などがあります。

　「信連」

　　JA 系統信用事業の都道府県段階の連合会組織です。JA の事業運営をサポートする県域機能を発揮すると

ともに、地域金融機関として JA と連携して金融サービスを提供することにより、JA と一体となって地域の

皆さまに金融サービスを提供しています。

　「農林中央金庫」

　　農業協同組合（JA）、漁業協同組合（JF）、森林組合（森組）等の出資による協同組織の全国金融機関で

　す。協同組織のために金融の円滑化を図ることにより、農林水産業や国民経済の発展に貢献することを目的

としています。
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■ ＪＡバンクシステムのご紹介

　　組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再編強化法（農林中央金庫及

び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）」に則り、JA バンク会員（JA・

信連・農林中金）総意のもと「JA バンク基本方針」に基づき、JA・信連・農林中金が一体的に取り組む仕

組みを「JA バンクシステム」といいます。

　　「JA バンクシステム」は、JA バンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、スケールメリッ

トときめ細かい顧客接点を生かした金融サービス提供の充実・強化を目指す「一体的事業運営」の 2 つの柱

で成り立っています。

　ＪＡバンクの中央本部である農林中央金庫は、世界的に権威のある格付け機関より邦銀で
トップクラスの評価を得ています。　　　　　　　　　　　　　　　　 （2024年3月３1日現在）
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■ ＪＡバンク・セーフティーネットのご紹介

　　JA バンクでは、「破綻未然防止システム」と「貯金保険制度」により「JA バンク・セーフティーネット」

を構築しています。これにより、組合員・利用者の皆さまにより一層の安心を届けています。

破綻未然防止システム

　　JA バンクの健全性を確保し、JA などの経営破綻を未然に防止するための JA バンク独自の制度です。具

体的には、（1）個々の JA などの経営状況についてチェック（モニタリング）を行い、問題点を早期に発見、

（2）経営破綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を実施、（3）全国の JA バンクが拠出した「JA バン

ク支援基金※」等を活用し、個々のＪＡなどの経営健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行いま

す。

　　　※2024年３月末における残高は1,６５１億円となっています。

貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）

　　貯金保険制度とは、農水産業協同組合（ＪＡなど）が貯金などの払出しができなくなった場合などに、貯

金者などを保護し、また、資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする

制度です。

　　この制度は、銀行・信金・信組・労金等が加入する「預金保険制度」と同様の内容になっています。

　　なお、この制度を運営する貯金保険機構（農水産業協同組合貯金保険機構）の責任準備金残高は 2024 年

３月末で４, ７８５億円となっています。



19

■ 貯金業務

　　組合員の方はもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預かりしています。普通貯金、

当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的・期間・金額にあわせてご利用いただいて

います。

　　また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、給与振込等もご利用

いただけます。

貯 金 商 品 一 覧
種　　別 商　品　の　ご　案　内 期　　間 預入単位

総
合
口
座

普 通 貯 金 　預ける、貯める、借りる、支払う、受け取る。5 つの機能を 1 冊の通帳
にセット。毎日のお金の出し入れは勿論、給料や年金のお受け取り、公共
料金のお支払いなど、便利なサービスがご利用いただけます。また、各種
の定期性貯金をセットすることにより、自動融資をご利用頂けます。

 出し入れ自由 １円以上

定 期 貯 金 各定期貯金の種類に準じます。

定 期 積 金 6 ヶ月以上 10 年 1,000円以上

普 通 貯 金 　いつでも出し入れができる貯金で、公共料金等の決済口座としてもご利
用下さい。

出し入れ自由 １円以上

普通貯金無利息型
（決済用貯金）

　普通貯金を無利息型にすることで、貯金保険制度による全額保護の対象
商品です。

出し入れ自由 　１円以上

当 座 貯 金 　商取引のご決済口座として、小切手・手形をご利用いただく場合に便利
な貯金です。

 出し入れ自由 １円以上

通 知 貯 金 　まとまった資金の短期間の運用に有利です。
　お引き出しの場合は 2 日前にご通知下さい。

７日以上 50,000円以上

納 税 準 備 貯 金 　租税納付を目的とした貯金で利回りや課税関係で有利です。  納税の際引出し １円以上

Ｊ Ａ 教 育 資 金
贈 与 専 用 口 座

　教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置に対応した専用口座です。
　原則として貯金者の教育資金の支払にあてる場合に限り払い戻しできま
す。

貯金者が 30 歳に達した
日など、一定の要件に該
当した日まで

1円以上
1,500万円以下

ＪＡ結婚子育て資金
贈与専用口座

　結婚子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置に対応した専用口
座です。原則として貯金者の結婚・子育て資金の支払にあてる場合に限り
払い戻しできます。

貯金者が 50 歳に達した
日など、一定の要件に該
当した日まで

1円以上
1,000万円以下

貯 蓄 貯 金

　お預け入れ、お引き出しが自由でお預け入れ金額によって、金利がアッ
プし、その上毎月利息が受け取れます。普通預金とのスウィングサービス
もご利用になれます。また、キャッシュカードご利用の方は全国のＪＡの
ほか銀行等のＣＤ、ＡＴＭでご利用頂けます。

 出し入れ自由 １円以上

期 日 指 定 定 期
貯　　　　 金

　利息が利息を生む 1 年複利の有利な貯金です。お預け入れ期間は最長 3
年で、1 年据え置き後は貯金の一部を払い出すこともできます。総合口座
とのセットで自動融資がご利用頂けます。

最長３年
１年据置期間経過後自由
に満期日が指定できます。

1円以上

ス ー パ ー 定 期
貯　　　　 金

　お預け入れ金額が身近な定期貯金です。期間は、1 ヶ月、2 カ月、3 ヶ月、
6 ヶ月、1 年、2 年、3 年、4 年、5 年の定型 9 種類のほか、1 ヶ月を超
え 5 年未満の間で満期日をご自由にお選び頂けます。総合口座とのセット
で自動融資がご利用頂けます。

1 ヶ月、2 ヶ月、
3 ヶ月、 6 ヶ月、
1 年、2 年、3 年
4 年、5 年

1円以上

積　 立　 式
定 期 貯 金

　毎月一定日に一定額を積み立てる方法と、積立額、積立日とも自由な方
法があります。旅行やお子様の教育費等の資金づくりに、ムリなく有利な
貯金です。

エンドレス型：預入期間、
金額を決めずに積立
満期型：預入期間を決め
て積立

1円以上

財
形
貯
金

一 般 財 形
　「資産形成の第一歩」をお手伝い。お勤めの方を対象に、給料から天引
きされますので、知らない間に大きく貯まります。ライフプランにあわせ
た資金づくりに最適です。

３年以上 1円以上

財 形 年 金 　豊かな老後の貯えとしての年金受取型財形貯金です。財形住宅貯金と合
算して、元利合計 550 万円まで非課税となります。

５年以上 1円以上

財 形 住 宅 　住宅取得を目的とした貯蓄です。財形年金貯金と合算して元利合計
550 万円まで非課税となります。

５年以上 1円以上

譲 渡 性 貯 金
　 （ＮＣＤ） 　

　満期前解約はできませんが途中で第三者に譲渡できる貯蓄で短期間の運
用に有利です。

 7 日以上５年未満
1,000万円

 以　上

大 口 定 期 貯 金
　１千万円以上の大きな資金の運用に最適な定期貯金です。市場金利を反
映した高利回りで金利を決定します。確定金利なので安全 ･ 確実に資金を
大きくふやします。

１ヶ月以上５年以内
1,000万円

 以　上

定 期 積 金 　毎月一定の日に掛金を払い込み、満期日にまとまった給付金を受け取る
積立貯金です。結婚資金・旅行費用・入学費用の積立には最適です。

 6 か月以上 10 年以内
1,000円

以　上
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■ 貸出業務

　　農業専門金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員の皆さまの生活を豊

かにするための生活改善資金等を融資しています。

　　また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金や、地方公共団体、農業関連

産業・地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金を貸し出し、農業の振興はもとより、地域社会の発展の

ために貢献しています。

　　さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸付、個人向けローンも取り

扱っています。

貸 出 商 品 一 覧

種　　別 資　　金　　の　　使　　途 金　　額 期　間

農業近代化資金
農業の生産性の向上と農業所得の増大のための農業関係施設等設備

拡大のための資金としてご利用頂けます。
認定を受けた額 ２０年以内

農業おまかせ資金

営農等に必要な資金が対象です。農業用建構築物資金・農業用機械

器具資金・農地等の取得改良資金・環境整備施設資金・果樹等永年

性植物植栽育成資金・家畜等購入育成資金・経営資金（但し、負債

整理資金は除く）等にご利用頂けます。

個人
認定農業者：3,600 万円以内

認定農業者以外：3,000 万円以内

法人・任意団体
認定農業者：7,200 万円以内

認定農業者以外：6,000 万円以内

設備資金　　　

１５年以内

運転資金　　　

７年以内

アグリマイティー資金
農業施設の取得・改良、農地取得、農業用機械の取得等、農業に関

するあらゆる面でのご利用ができます。また、集会所の建設、神社・

寺の改築等、地域ぐるみで活用される資金にもご利用頂けます。

個人５,000 万円以内

法人１億円以内
２０年以内

農機ハウスローン

農機具（農業用自動車含む）の購入資金および購入に付帯する諸費

用、車検・点検・修理費用および保険掛金、パイプハウス等資材・

建設費用および格納庫建設資金、他金融機関の農機具ローンの借換

資金にご利用頂けます。

1,000 万円以内 １０年以内

営農貸越 あらゆる営農資金にご利用頂けます。 1,500 万円以内 　２年

営農ローン あらゆる営農資金にご利用頂けます。  ３00 万円以内 　1 年

種　　別 資　　金　　の　　使　　途 金　　額 期　間

事業資金 個人事業・会社経営に必要な設備資金、運転資金にご利用頂けます。  事業費の 80％以内 ３０年以内

種　　別 資　　金　　の　　使　　途 金　　額 期　間

住宅ローン 住宅の新築・増改築、土地や住宅の購入などにご利用頂けます。 １０, ０００万円以内 　４０年以内

リフォームローン
既存住宅の増改築・改装・補修および、その他住宅に附帯する施設

等の資金としてご利用頂けます。
　 １, ５００万円以内 　２０年以内

教育ローン 就学子弟の入学金、授業料、学費及び下宿代等にご利用頂けます。 　１, ０００万円以内 １５年以内

マイカーローン
自動車購入、車検費用、免許取得費用、車庫建設資金（１００万円

を上限とする）等、自動車に関する資金としてご利用頂けます。
　１, ０００万円以内 １５年以内

多目的ローン 様々な生活資金にご利用頂けます。 　 ５００万円以内 　　１０年以内

カードローン 様々な生活資金にご利用頂けます。 　　３００万円以内   １年

共済担保貸付 様々な生活資金にご利用頂けます。
共済契約の貸付可能額

   　　　 の範囲以内

共済契約の満期日の

翌営業日以内

一般資金 上記ローン以外の生活資金にご利用頂けます。 必要資金の範囲以内 ４０年以内

生活資金

農業資金

事業資金
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■ 為替業務

　　全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網で結び、当ＪＡ

の窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送金や手形・小切手等の取立が安全・確実・迅速にでき

ます。

■ その他の業務及びサービス

　　当ＪＡでは、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、各種自動支払や事業主のみ

なさまのための給与振込サービス、自動集金サービスなど取り扱っています。

　　また、国債（新窓販国債、個人向け国債）の窓口販売の取り扱い、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、

信用金庫、コンビニエンスストアなどでも現金引き出しのできるキャッシュサービスなど、いろいろなサー

ビスに努めています。

為替手数料一覧

区分 窓口

ＪＡネットバンク ＪＡデータ伝送サービス 
（ＡＤＰ）

ＡＴＭ利用
定時定額 
自動振込

総合振込

個人 法人 県内系統
キャッシュ
カード

県外系統
キャッシュ
カード

他行 ※ 1
キャッシュ
カード

媒体利用 帳票
給与
・
賞与振込

（振替）
振込

（振替）総合振込 給与・賞与 振込
（振替）総合振込 給与・賞与

月
額
基
本

手
数
料

（
税
込
）

照会振込サービス 無料 無料 1,100円 － － － － － 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料

照会振込サービス　＋ 
データ伝送サービス 無料 － 3,300 円 3,300 円※ 2 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料

手
数
料
（
税
込
）

１
件
に
つ
き

当店あて
3万円未満 330円 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 220円 無料 110円 110円 無料

3万円以上 550円 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 440円 無料 220円 330円 無料

当組合本支店あて
3万円未満 330円 無料 110円 110円 無料 110円 110円 無料 無料 無料 220円 110円 110円 220円 無料

3万円以上 550円 無料 220円 220円 無料 220円 220円 無料 無料 無料 440円 220円 220円 440円 無料

県内系統 
金融機関あて

3万円未満 330円 無料 110円 110円 無料 110円 110円 無料 無料 無料 220円 110円 110円 220円 無料

3万円以上 550円 無料 220円 220円 無料 220円 220円 無料 無料 無料 440円 220円 220円 440円 無料

県外系統 
金融機関あて

3万円未満 330円 110円 110円 110円 無料 110円 110円 無料 110円 110円 220円 110円 110円 220円 無料

3万円以上 550円 220円 220円 220円 無料 220円 220円 無料 220円 220円 440円 220円 220円 440円 無料

他金融 
機関あて

電信扱
3万円未満 605円 220円 275円 275円 220円 275円 275円 220円 385円 385円 495円 275円 275円 495円 220円

3万円以上 770円 220円 330円 330円 220円 330円 330円 220円 550円 550円 660円 330円 330円 660円 220円

文書扱
3万円未満 660円 － － － － － － － － - － － － － －

3万円以上 880円 － － － － － － － － - － － － － －

区分 内容 手数料（税込）

小切手等の店頭入金（※ 3）　1 通につき 220 円

電子交換 440 円

代金取立手数料
１通につき

当組合本支所あて 220 円

個別取立（※ 4） 1,100 円

 その他諸手数料

振込組戻料 1 件につき 880 円

不渡手形返却料 1 通につき 880 円

取立手形組戻料 1 通につき 880 円

取立手形店頭呈示料 1 通につき
880 円

※ただし、880 円を超える取立費用を要する場合は実費を申し受けます。

○為替手数料										          　  令和 7 年 4 月 1 日現在

○口座振替手数料

区分 内容 手数料（税込）

貯蓄貯金（自動振替）

スウィング手数料

順スウィング（普通貯金→貯蓄貯金） 1 回につき 無料

逆スウィング（貯蓄貯金→普通貯金） 1 回につき 110 円

自動振替手数料

（定時・定額自動振替を含む）

データ伝送・ＭＴ・ＦＤ 1 件につき   55 円

帳票扱い 1 件につき 110 円

※１　他行キャッシュカードにて当組合のＡＴＭを利用して振込する場合、上記手数料のほかに別途時間帯等に応じたＡＴＭ支払手数料が必要

となる（提携金融機関の場合、無料時間帯もあり）。

※2　ＪＡデータ伝送サービス（ＡＤＰ）の月額基本手数料については、データ伝送サービスの取扱いのみ。			 

※3　当組合本支所を支払場所とする店頭入金は、無料とします。			 

※4　「電子交換所」に参加しない金融機関あての手形・小切手等郵送対応が必要となるもの。
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共済事業

　ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆様の生命・傷害・家屋・

財産を相互扶助によりトータルに保障しています。事業実施当初から生命保障と損害保障の両方を実施してお

り、個人の日常生活のうえで必要とされるさまざまな保障・ニーズにお応えできます。

　ＪＡ共済では、生命・建物・自動車などの各種共済による生活総合保障を展開しています。

●ＪＡ共済の窓口です

●組合員・利用者の皆さまの立場

　に立った事業活動で皆さまの暮

　らしをサポートしています。

各種の企画・開発・資産運用業

務や支払共済金にかかる準備金

の積み立てなどを行っています。

1,014.3%
（令和７年３月末）

加入件数　　  　　　　 2,132 万件

保障金額　　  　 74 兆 4,428 億円

加入件数　　　　　　　　891 万件

保障金額　　　　135 兆 9,583 億円

加入件数　　　　　 　   818 万件

加入台数　　　　　 　  647 万台

万一のお支払い

　　　7,560 億円

満期等のお支払い

 1 兆 3,173 億円

万一のお支払い

　　　1,894 億円

満期等のお支払い

　　　9,802 億円

　自動車共済のお支払い

　　　2,071 億円

　自賠責共済のお支払い

　　　　267 億円

2024年度（2025 年３月末まで）

にお支払した共済金

合計

　　３兆 5,475 億円

　（その他共済計 704 億円含む）

　支払余力（ソルベンシー・マージン）比率とは、通常の予測を超えて発生する諸リスク（大

規模自然災害など）に対応するため、どのくらいの支払余力を備えているかを判断するため

の経営指標のひとつです。

　ＪＡ共済では、生命共済事業と損害共済事業の両方を実施しているため、生命保険会社ま

たは損害保険会社のソルベンシー・マージン比率と単純に比較はできません。なお、この比

率が２００％を下回った場合には、監督官庁による業務改善命令などの対象となります。
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営農振興事業

　営農振興事業は、ＪＡ管内における農畜産物の営農指導業務、販売業務並びに育苗センター、ライスセンター、

カントリーエレベーター、堆肥センター、各種選果施設、加工場等の利用・加工業務、特産品センター・パン

工房、肥料・農薬・生産資材・飼料・農業機械等の供給を中心とした経済業務に取り組み、ＪＡと農家との相

談窓口として、最も重要な部門となっています。

● 営農指導事業
　　組合員への営農指導、生産者組織の事務局機能、各種補助事業の相談窓口機能と、農用地利用に係わる調

整業務等多様な業務を行い、技術指導や総合的な営農支援に努めています。

● 販売事業
　　農畜産物の委託販売を基本に、市場、系統販売及び消費者への直接販売等により農家所得の向上と販売額

の増加に努めています。

　　なお、販売代金の回収・精算業務、農業倉庫等において農産物の保管業務もあわせて行っています。

● 利用・加工事業
　　育苗センターにおいては水稲、野菜苗を育苗して組合員の皆様に供給しています。ライスセンター、カン

トリーエレベーターにおいては米の乾燥調整から出荷までを実施し品質の向上と農家労力の軽減に貢献して

います。

　　堆肥センターにおいては環境保全と資源の再利用及び畜産農家の設備投資軽減を目的に畜産農家の堆厩肥

を発酵処理して農家に供給しています。

　　選果施設については農家労力の軽減と品質の均一化による有利販売に努めています。加工施設においては

農産物に付加価値を付けるべく加工を行い、販売、集約化による市場取引力の強化に成果を上げています。

● 経済事業
　　肥料・農薬・飼料をはじめ、農機・生産資材など組合員の皆様の営農活動に必要な資材の安定供給とコス

ト低減に努めています。また、令和７年１月より、全農による県域農機事業一体運営に参画しました。

水稲品種「にじのきらめき」の導入
　「にじのきらめき」は、倒伏耐性や高温登熟性に優れた水稲品
種です。当組合では、３ヵ年の実証試験を経て、令和６年度（７
年播き）から本格的に導入し、品質・収量の向上を通じて生産者
の手取りアップを目指すとともに、農家のリスク回避の選択肢と
して位置付けし取組みました。

青年部の取組み
　姉妹ＪＡとの交流として、ＪＡいわて中央青年部との交流会や、
ＪＡ新みやぎ旧栗っこ青年部への視察研修を実施し、双方の活動
報告や意見交換を行って、お互いの親睦を深めました。
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生活事業 

　生活事業は、最重要課題である事業収支の改善を図るとともに、油種類・物資等の高騰が続くなか、組合員

及び地域利用者が安心して暮らしやすい地域づくり実現に向け、一層努力してまいります。

● 生活購買事業
　　生活店舗における事業再編を実施し、存続店舗のチェーン店化による物流等のコスト削減を図り、物資価

格の安定供給に努めています。

● 移動購買事業
　　進む管内地域の高齢化に伴い、移動購買車による販売をおこなうなかで、独居高齢者への安否確認・買い

物弱者への支援等、地域貢献に努めています。

● 燃料事業
　　保安体制・法令遵守のもと、組合員及び利用者に「安心・安全」な供給をおこなっています。また、燃料

（油種類）価格の高騰が続くなかで、会員・組合員にメリットが享受される各種特売・キャンペーン・SNS

配信を積極的に展開し利用拡大に努めています。

　　　

● 葬祭事業
　　コロナ禍以降、増加傾向にある小規模・家族葬も含め、「施行内容の分かりやすさ」を実感して頂くために、

各施行会場での内覧会・相談会・人形供養祭を実施しています。更に葬祭施行に関する特典が享受される「ア

ルミエ会員」への加入促進等、利用拡大に努めています。


